
　（総則）

　（業務の予定量）

戸

㎥

㎥

　（収益的収入及び支出）

　（資本的収入及び支出）

  議案第１５号

　　　　令和４年度大網白里市ガス事業会計予算

第１条　令和４年度大網白里市ガス事業会計予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 供給戸数 12,195

(2) 年間供給量 7,600,000

(3) 一日平均供給量 20,822

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入 支　　　出

第１款　ガス事業収益 784,846千円 第１款　ガス事業費用 780,540千円

第１項　製品売上 675,582千円 第１項　売上原価 353,842千円

第２項　営業雑収益 64,950千円 第２項　供給販売費及び一般管理費 354,343千円

第３項　営業外収益 44,311千円 第３項　営業雑費用 61,017千円

第４項　特別利益 3千円 第４項　営業外費用 8,333千円

第５項　特別損失 5千円

第６項　予備費 3,000千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額117,530千円は、

　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額11,549千円、過年度分損益勘定留保資金25,949千円、当年度分損益勘定留保

　資金80,032千円で補てんするものとする。）。

収　　　入 支　　　出

第１款　資本的収入 59,136千円 第１款　資本的支出 176,666千円

第１項　企業債 50,000千円 第１項　建設改良費 148,711千円

第２項　出資金 1千円 第２項　企業債償還金 19,955千円

第３項　他会計からの長期借入金 1千円 第３項　予備費 8,000千円

第４項　固定資産売却代金 1千円

第５項　負担金 9,133千円
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千円

（債務負担行為）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法

50,000

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　　項 期　　　　間 限　度　額

自 令和５年度 千円

至 令和９年度

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 職員給与費 116,592千円

　（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、11,393千円と定める。

令和４年２月１７日　提出

   大網白里市長 　金　坂　　昌　典

複写機賃借 594

経年管対策事業
普通貸借

又は
証券発行

年５．０％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる資金につ
いて、利率の見直しを
行った後においては当該
見直し後の利率）

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行その他の資金の場合にはその債権
者との協定による。
ただし、市財政の都合により据置期間及び
償還期限を短縮し、又は繰上償還若しくは
低利に借換えすることができる。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、30,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 消費税及び地方消費税の予算額に過不足が生じた場合、同一款内での各項の間の流用

(2) 災害やその他避け難い事故によって予算額に過不足が生じた場合、同一款内での各項の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し又はそれ以外の経費をその経費の金額に

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。
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（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１．ガス事業収益 784,846 （仮受消費税等　67,377）

１．製品売上 675,582 （仮受消費税等　61,416）

１．ガス売上 675,582 ガス販売量　 7,600千㎥

２．営業雑収益 64,950 （仮受消費税等　5,905）

１．受注工事収益 64,914 新設153件　増設177件　その他242件

２．器具販売収益 35 ガス警報器3台

３．その他営業雑収益 1

３．営業外収益 44,311 （仮受消費税等　56）

１．受取利息 1

２．有価証券利息 3,568 受取利息

３．長期前受金戻入 39,322 減価償却及び除却見合い分

４．雑収益 1,420

４．特別利益 3 （仮受消費税等　0）

１．固定資産売却益 1

２．過年度損益修正益 1

３．その他特別利益 1

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１．ガス事業費用 780,540 （仮払消費税等　63,103）

１．売上原価 353,842 （仮払消費税等　32,168）

１．ガス売上原価 353,842 購入ガス代

２．供給販売費及 354,343 （仮払消費税等　17,845）

　 び一般管理費 １．報酬 5,307 ガス事業運営委員、会計年度任用職員

２．給料 52,462 職員１４名

３．手当 34,015

備　　　　　　考

令和４年度大網白里市ガス事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入

備　　　　　　考

支　出
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４．賞与引当金繰入額 6,971 翌年度賞与の当年度に属する額

５．旅費 560

６．法定福利費 16,743 職員共済組合負担金等

７．法定福利費引当金繰入額 1,338 翌年度賞与の当年度に属する額に係る法定福利費

８．厚生福利費 202

９．退職給付費 1

１０．修繕費 24,077 導管・メーター等修繕費

１１．修繕引当金繰入額 1

１２．特別修繕引当金繰入額 11,800 ガスホルダー開放検査費用等

１３．電力水道料 1,508

１４．使用ガス費 166 自家使用ガス費

１５．消耗工具器具備品費 416 工作用工具等

１６．消耗品費 11,902 ガスメーター、事務用消耗品、材料費等

１７．通信費 4,024 郵送料、電話料等

１８．運搬費 84

１９．保険料 339 ガス事業賠償責任保険料、建物・自動車保険料等

２０．賃借料 7,557 事務機器・用地借上料等

２１．手数料 3,476 口座振替手数料等

２２．委託作業費 63,388 検針業務・庁舎管理・保安業務委託料等

２３．租税課金 59 自動車重量税

２４．試験研究費 1

２５．たな卸減耗費 1

２６．固定資産除却費 300

２７．雑費 1,777 会費・負担金、教育費等

２８．減価償却費 123,303

２９．労務費控除項目 △17,598 受注工事費用への振替額 △5,028

導管への振替額 △12,570

３０．貸倒引当金繰入額 163 ガス売上回収不能見込額

３．営業雑費用 61,017 （仮払消費税等　5,090）

１．受注工事費用 60,988 新設153件　増設177件
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２．器具販売費用 29 ガス警報器3台

４．営業外費用 8,333 （仮払消費税等　8,000）

１．一時借入金利息 1

２．企業債利息 322

３．雑支出 8,010 消費税及び地方消費税

５．特別損失 5

１．固定資産売却損 1

２．減損損失 1

３．災害による損失 1

４．過年度損益修正損 1

５．その他特別損失 1

６．予備費 3,000

１．予備費 3,000

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１．資本的収入 59,136 （仮受消費税等 　830）

１．企業債 50,000

１．企業債 50,000

２．出資金 1

１．出資金 1

３．他会計からの 1

　 長期借入金 １．他会計からの長期借入金 1

４．固定資産売却 1

　 代金 １．固定資産売却代金 1

５．負担金 9,133 （仮受消費税等 　830）

１．工事負担金 9,132

２．一般会計負担金 1

資本的収入及び支出

収　入

備　　　　　　考
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（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１．資本的支出 176,666 （仮払消費税等　12,379）

１．建設改良費 148,711 （仮払消費税等　12,379）

１．土地 1

２．建物 1

３．構築物 1

４．機械装置 1

５．導管 145,072

６．ガスメーター 753

７．車両運搬具 1

８．工具・器具及び備品 2,881

２．企業債償還金 19,955

１．企業債償還金 19,955

３．予備費 8,000

１．予備費 8,000

備　　　　　　考

支　出
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令和４年度大網白里市ガス事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

１　当年度純利益（損失） 32 １　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △136,333

２　業務活動から得た現金・預金への当年度純利益 ２　有価証券の取得による支出

(1)有形及び無形固定資産の減価償却費 123,303 ３　有価証券の売却による収入

(2)有形固定資産の除却費 300 ４　上記１実施に係る補助金・負担金収入 8,302

(3)引当金の増減額 △64,953 ５　固定資産の売却による収入支出

(4)長期前受金戻入 △39,322

(5)繰延資産（繰延勘定）の償却額 投資活動から得た現金・預金 △128,031

(6)支払利息及び企業債取扱諸費 322

(7)利息及び配当金の受取額 △3,568 Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

(8)業務活動による資産及び負債の増減 １　企業債の発行 50,000

・売上債権（売掛金・未収金）の増減 1,820 ２　企業債の償還（元金分） △19,955

・たな卸資産（貯蔵品）の増減 53 ３　他会計出資金

・その他流動資産の増減

・買掛金・未払金の増減 2,937 財務活動から得た現金・預金 30,045

・前受金の増減 401

・その他流動負債の増減 Ⅳ．現金及び預金同等物の増減額 △73,415

(9)その他調整（営業活動以外のもの） Ⅴ．現金及び預金同等物の期首残高 398,301

・受取利息 3,568 Ⅵ．現金及び預金同等物の期末残高 324,886

業務活動から得た現金・預金 24,571

・利息の支払額 △322

・固定資産の売却損益
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給与費明細書

１．総括

職　員　数 給　　与　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 10 13(5) 5,307 52,462 40,781 98,550 18,042 116,592 

区　分
法定福利費 合　計

前　年　度 10 13(4) 5,253 49,921 41,500 96,674 17,286 113,960 

比　　   較 0 0(1) 54 2,541 △719 1,876 756 2,632 

備考　( )内は、短時間勤務職員について外書きしたもの。

（単位：千円）
区　分 扶養手当 時間外勤務手当 管理職手当 特殊勤務手当 管理職員特別勤務手当 宿日直手当 企業手当

職員
手当
等の
内訳

前　年　度 1,824 4,000 1,044 1,666 0 790 0

区　分 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

本　年　度 2,100 4,000 1,044 1,558 0 790 0

比　　　較 276 0 0 △ 108 0 0 0

地域手当 児童手当 退職手当

本　年　度 672 809 12,533 8,781 3,114 980 4,400

前　年　度 984 762 13,317 8,796 2,957 960 4,400

比　　　較 △ 312 47 △ 784 △ 15 157 20 0

２．給料及び職員手当等の増減額の明細 （単位：千円）
区分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　　明

給与改定に伴う増減分
給　料 2,541 昇給に伴う増加分 473               

その他の増減分 2,068 異動等に伴う増減分

手　当 △ 719
制度改正に伴う増減分 △645 期末手当の改正
その他の増減分 △74 異動等に伴う増減分
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事務（企業職） 技術（企業職）
平均給料月額 （円） 278,217 386,217

令和４年１月１日現在 平均給与月額 （円） 341,561 490,144
平均年齢 （歳） 35.3 50.3

３．給料及び職員手当等の状況
(1) 職員１人当りの給与

区　　　分

262,285 359,626
平均給与月額 （円） 325,900 488,547
平均年齢 （歳） 33.5 47.1

(2) 初任給（令和４年１月１日現在） （単位：円）

令和３年１月１日現在

一般会計の制度
行政職

高校卒 154,900 154,900
大学卒 188,700 188,700

平均給料月額 （円）

(3) 級別職員数

区　分 企業職

区　　分 企　業　職 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 計
職員数　（人） 0 3 2 3 2 1 1 12

1 13
構成比　（％） 0.0 25.0 16.7 25.0 16.7 8.3 8.3 100.0

７級 ８級

構成比　（％） 7.7 23.1 15.4 23.0 15.4 7.7 7.7 100.0

令和４年１月１日現在

令和３年１月１日現在

企業職 主事・
技師

主事・
技師

主任主事・
主任技師

副主査
班長・
主査

副課長・
副主幹

（級別の標準的な職務内容）
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

職員数　（人） 1 3 2 3 2 1

課長・
副参事・

主幹
参事
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備考　（ ）内は、再任用職員の支給率を記載したもの。

(4) 昇給 （単位：人、％）
号給数別内訳

１号給 ２号給 ３号給 ４号給
本年度（7月1日現在） 14 12 1 11 85.7

100.0

前年度（7月1日現在） 13 12 1 11 92.3

(5) 特殊勤務手当

本　　　年　　　度   2.15（1.125）   2.15（1.125）   4.3（2.25） 有

支給対象職員１人当たりの平均支給月額（円） 10,709 6,900 13,883

代表的な特殊勤務手当の名称 ガス主任技術者手当

(6) 期末手当・勤勉手当

支給期別支給率 支給率計

前　　　年　　　度 2.225（1.175） 2.225（1.175） 4.45（2.35） 有

一般会計の制度   2.15（1.125）   2.15（1.125）   4.3（2.25） 有

(7) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和４年４月１日時点）

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

(月分) (月分) (月分) (月分) 加算措置
区　分

区　　分
職員数
（Ａ）

昇給に係る職員数
（Ｂ）

比率
（Ｂ）／（Ａ）

企　業　職

区　分
職制上の段階、職場の
級等による加算措置

備　　　考
６月(月分) １２月(月分) (月分)

区　　　　　分 全職員 事　務 技　師

給料総額に対する比率（％） 3.0 2.1 3.6

支給対象職員の比率（％）　（令和４年１月１日現在） 91.7 83.3

備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
千葉県市町村職員退職手当
条例による

24.586875 33.27075 47.709 47.709
千葉県市町村職員退職手当
条例による

勧奨退職者

2～20％加算

一般会計の制度 勧奨退職者

（支給率等） 2～20％加算
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(8) その他の手当

区　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同　　じ

住居手当 同　　じ

通勤手当 同　　じ

時間外手当 同　　じ

管理職手当 同　　じ

宿日直手当 異 な る 日直6,300円、宿直6,300円

地域手当 同　　じ

債務負担行為に関する調書
前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 金　額 製品売上
事　項 限度額

千円 千円 千円 千円

複写機賃借
1,100

自　平成29年度
至　令和 3年度 480

自　令和 4年度
至　令和 4年度 620 620

公営企業会計シス
テム賃借 28,134

自　令和元年度
至　令和 3年度 3,946

自　令和 4年度
至　令和 5年度 24,188 24,188

ガス検針等業務
87,827

自　平成30年度
至　令和 3年度 50,790

自　令和 4年度
至　令和 5年度 37,037 37,037

Adpec賃貸借料
（SBC運用） 349

自　平成30年度
至　令和 3年度 222

自　令和 4年度
至　令和 5年度 127 127

ガス保安業務
53,365

自　令和 3年度
至　令和 3年度 21,200

自　令和 4年度
至　令和 5年度 32,165 32,165

定期保安調査業務
22,648

自　令和 4年度
至　令和 5年度 22,648 22,648

ガス料金システム
賃借 39,051

自　令和 4年度
至　令和 9年度 39,051 39,051

複写機賃借
594

自　令和 5年度
至　令和 9年度 594 594
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イ　土地
ロ　供給設備

ハ　業務設備
減価償却累計額
有形固定資産合計

イ　電話加入権
ロ　庁舎利用権
ハ　リサイクル預託金

無形固定資産合計

イ　投資有価証券
投資その他の資産合計
固定資産合計

　　 貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

令和４年度大網白里市ガス事業予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）

資　産　の　部

千円 千円 千円 千円
１．固定資産

(1) 有形固定資産
49,407

8,580,581
減価償却累計額 △ 7,216,730 1,363,851

9,410
△ 8,772 638

1,413,896
(2) 無形固定資産

291
47,750

51
48,092

(3) 投資その他の資産
298,673

298,673
1,760,661

２．流動資産
(1) 現金預金 324,886
(2) 売掛金 20,210

△ 163 20,047
(3) 未収金 6,808
(4) 製品 1,918
(5) 貯蔵品 4,474

358,133

2,118,794
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イ　特別修繕引当金
引当金合計
固定負債合計

イ　賞与引当金
ロ　法定福利費引当金
ハ　修繕引当金

引当金合計

流動負債合計

繰延収益合計

負債合計

負　債　の　部

千円 千円 千円 千円
３．固定負債

(1) 企業債 144,439
(2) 引当金

39,243
39,243

183,682
４．流動負債

(1) 企業債 16,519
(2) 買掛金 36,725
(3) 未払金 60,047
(4) 未払費用 0
(5) 前受金 13,619
(6) 引当金

6,971
1,338

1
8,310

(7) その他流動負債 3,720
138,940

５．繰延収益
(1) 長期前受金 5,138,988
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 4,666,515

472,473

795,095
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イ　受贈財産評価額
ロ　工事負担金
ハ　補助金
ニ　寄付金

資本剰余金合計

イ　減債積立金
ロ　利益積立金
ハ　建設改良積立金
ニ　災害準備積立金
ホ　当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計
剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

千円 千円 千円 千円

６．資本金 792,103
７．剰余金

234,600
175,000

32
488,132

531,596

1,323,699

2,118,794

(1) 資本剰余金
999

42,465
0
0

43,464
(2) 利益剰余金

14,500
64,000
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個別法による原価法

注　　記　　表
１．重要な会計方針に係る事項

（1）有価証券の評価基準

・満期保有の有価証券：第143回利付国債（20年）、利率：1.6％、額面：1億円

・満期保有の有価証券：政府保証第212回日本高速道路保有・債務返済機構債、利率：1.5％、額面：1億円

・満期保有の有価証券：千葉県31回公募公債、利率：0.468％、額面：1億円

（2）固定資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

・定額法

・主な耐用年数：建物18～40年、構築物20～40年、導管13年、ｶﾞｽﾒｰﾀｰ13年、機械装置5～15年、車両運搬具2～5年

ロ　無形固定資産

・定額法

・主な耐用年数：庁舎利用権62年

（3）引当金の計上基準

イ　賞与引当金及び法定福利費引当金

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当該事業年度末における支給見込み額

に基づき、当該事業年度の負担に属する額を計上している。

ロ　修繕引当金

　年度末間際に供給設備や導管等に不良等が生じ、緊急にその修繕の手配を行ったが、実際の修繕が翌事業年度に繰り越さ

れた場合等、当該事業年度において確実に見込まれる額を計上する。

ハ　特別修繕引当金

　ガスホルダーの定期修繕にかかる支出に備えるため、支出見込額を支出が行われる年度に至るまでの期間に応じて、配分し

た額を計上している。

ニ　貸倒引当金
　債権（ガス料金等）の不納欠損に伴う損失が生じた場合に備えるため、回収不能見込額を計上している。

ホ　退職給付引当金

　職員の退職手当は、ガス事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計が全部を負担しているた

め、退職給付引当金は計上していない。

（4）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって行っている。
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１．

(1)

(2)

(3)

２．

(1)

(2)

(3)

(4)

３．

(1)

(2)

(3)

４．

(1)

(2)

令和３年度大網白里市ガス事業予定損益計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

千円 千円 千円

営業収益

ガス売上 614,166

受注工事収益 57,290

器具販売収益 25 671,481

営業費用

売上原価 321,579

供給販売費及び一般管理費 326,124

受注工事費用 54,277

器具販売費用 15 701,995

営業利益 △ 30,514

営業外収益

有価証券利息 3,100

長期前受金戻入 41,239

雑収益 1,389 45,728

営業外費用

企業債利息 458

雑支出 10 468 45,260

経常利益 14,746

当年度未処分利益剰余金 15,509

当年度純利益 14,746

前年度繰越利益剰余金 763

その他未処分利益剰余金変動額 0
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イ　土地
ロ　供給設備

ハ　業務設備
減価償却累計額
有形固定資産合計

イ　電話加入権
ロ　庁舎利用権
ハ　リサイクル預託金

無形固定資産合計

イ　投資有価証券
投資その他の資産合計
固定資産合計

　　 貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

令和３年度大網白里市ガス事業予定貸借対照表
（令和４年３月３１日）

資　産　の　部

千円 千円 千円 千円
１．固定資産

(1) 有形固定資産
49,407

8,441,979
減価償却累計額 △ 7,093,479 1,348,500

9,410
△ 8,721 689

1,398,596
(2) 無形固定資産

291
50,838

51
51,180

(3) 投資その他の資産
298,673

298,673
1,748,449

２．流動資産
(1) 現金預金 398,301
(2) 売掛金 20,640

△ 131 20,509
(3) 未収金 8,166
(4) 製品 1,909
(5) 貯蔵品 4,527

433,412

2,181,861

-347-　　　



イ　特別修繕引当金
引当金合計
固定負債合計

イ　賞与引当金
ロ　法定福利費引当金
ハ　修繕引当金

引当金合計

流動負債合計

繰延収益合計

負債合計

負　債　の　部

千円 千円 千円 千円
３．固定負債

(1) 企業債 110,958
(2) 引当金

104,343
104,343

215,301
４．流動負債

(1) 企業債 19,955
(2) 買掛金 37,065
(3) 未払金 56,770
(4) 未払費用 0
(5) 前受金 13,218
(6) 引当金

6,768
1,394

1
8,163

(7) その他流動負債 3,720
138,891

５．繰延収益
(1) 長期前受金 5,130,686
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 4,627,193

503,493

857,685

-348-　　　



イ　受贈財産評価額
ロ　工事負担金
ハ　補助金
ニ　寄付金

資本剰余金合計

イ　減債積立金
ロ　利益積立金
ハ　建設改良積立金
ニ　災害準備積立金
ホ　当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計
剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

千円 千円 千円 千円

６．資本金 766,703
７．剰余金

255,000
169,000
15,509

514,009
557,473

1,324,176

2,181,861

(1) 資本剰余金
999

42,465
0
0

43,464
(2) 利益剰余金

12,500
62,000
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個別法による原価法

注　　記　　表
１．重要な会計方針に係る事項

（1）有価証券の評価基準

・満期保有の有価証券：第143回利付国債（20年）、利率：1.6％、額面：1億円

・満期保有の有価証券：政府保証第212回日本高速道路保有・債務返済機構債、利率：1.5％、額面：1億円

・満期保有の有価証券：千葉県31回公募公債、利率：0.468％、額面：1億円

（2）固定資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

・定額法

・主な耐用年数：建物18～40年、構築物20～40年、導管13年、ｶﾞｽﾒｰﾀｰ13年、機械装置5～15年、車両運搬具2～5年

ロ　無形固定資産

・定額法

・主な耐用年数：庁舎利用権62年

（3）引当金の計上基準

イ　賞与引当金及び法定福利費引当金

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当該事業年度末における支給見込み額

に基づき、当該事業年度の負担に属する額を計上している。

ロ　修繕引当金

　年度末間際に供給設備や導管等に不良等が生じ、緊急にその修繕の手配を行ったが、実際の修繕が翌事業年度に繰り越さ

れた場合等、当該事業年度において確実に見込まれる額を計上する。

ハ　特別修繕引当金

　ガスホルダーの定期修繕にかかる支出に備えるため、支出見込額を支出が行われる年度に至るまでの期間に応じて、配分し

た額を計上している。

ニ　貸倒引当金
　債権（ガス料金等）の不納欠損に伴う損失が生じた場合に備えるため、回収不能見込額を計上している。

ホ　退職給付引当金

　職員の退職手当は、ガス事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計が全部を負担しているた

め、退職給付引当金は計上していない。

（4）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって行っている。
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